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 通信市場
• 5Gカバレッジは81％に到達、西欧では普及率が40-70％に達する見込み。6G研究に対する支援が継続的に実施される
• 2024年にはギガビットインフラ法案や衛星計画「Iris2」の成立が見込まれ、高速BBの拡充が目指される
• 英国、スペイン、イタリアでは、MNO事業者数が減少する企業合併を競争当局が審査
• スペイン、イタリアで行われた外国投資への対抗策として政府がMNO株式を取得、今後他のEU加盟国が追随する可能性
• Huaweiの排除は予定されているが対応に遅れ。仏にはHuawei初の欧州工場が新設される見通し
 データ法制
• データ法案は2024年1月11日に発効。ヘルスデータスペース法案の成立などの動向が注目される
• 欧州ePrivacy規則案は2024年に成立する見通しが立たず
• 英国データ保護とデジタル情報法案（No.2）は2023年3月に下院に提出され、今後貴族院で審議が進められる
 AI規制
• EUのAI規則案は、2023年12月に暫定合意に達し、2024年に成立する可能性
• 英国AI規則法案は2023年11月に貴族院に提出された。EUと英国は生成AIの競争に対する影響を調査中
 プラットフォーム規制
• EU「デジタル市場法（DMA）」に規定される義務は2024年3月に発効。「デジタルサービス法（DSA）」は2024年にX
（旧Twitter）に処罰決定を下す可能性

• 英国では2024年に大手プラットフォームを規制するデジタル市場・競争・消費者法案（DMCC）が成立する見込み
 2024年のEU
• 欧州宇宙法案の提出作業が進められており、衛星も含めデジタルインフラの拡充が目指される（欧州委の2024年作業計画）
• 2024年には、欧州議会選挙・EU理事会議長国交代・次期欧州委員会発足等の注目すべき一連の動きが見込まれるもの
の、 情報通信関連方針に実質的な変化はないとの見通し
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通信市場動向：5Gカバレッジと普及率

3

• 欧州全体の5G人口カバレッジは堅調にのび、81％に達している
• 2024年、西欧の5G契約数は2.3億、主要5カ国（英仏独伊西）の5G普及率は40％-70％前後に達する見込み
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出所 5g observatory① 5g observatory② telegeography Ericsson Mobility Report Statista 5G Corridors Call 2

•ブルガリア・セルビア間の5G接続（5G BALKANS, 約340万€）
•ポーランド・チェコ共和国間の5G接続（BALTCOR 5G, 約210万€）
•アイリッシュ海峡の5G接続（IrishSea 5GCOR, 約520万€）
•フランス・ベルギー間の5G接続（5G HSL EUROLINK, 約43万€）
•イタリア・フランス間の5G接続（5G FREJUS, 約40万€）
•セルビア・クロアチア間の5G接続（EUR 5G-ADRIA, 約74万€）
•イタリア・スロベニア間の5G接続（EUR 5G-SITACOR, 約34万€）

【現状】
• 2023年にエストニア、スウェーデン、ポーランドで5G周波数オークションが行われた
• 2023年9月時点で、EU全27加盟国での5G人口カバレッジは81％（2022年10月時点で72％）
• 5Gカバレッジについて、3.6GHz帯を使用するものは15％と低い。ミッドバンドの展開に遅れ（現状は主にローバンドで展開）
【展望】
• 2024年、西欧の5G契約数は2.3億程度に達する予想
• 同年、西欧主要5カ国（英独仏伊西）の普及率は40％-70％前後に達する予想（左下のグラフ）
• デジタル分野等での欧州レベルのインフラ投資プロジェクトであるThe digital part of Connecting Europe Facility 
（CEF Digital）に基づく公的資金供与により5Gの普及強化を図る（右下の表）

2022         2023         2024

■CEF Digitalの下で2024年に資金が拠出される7つの5G回廊プロジェクト

（TeleGeographyより）

https://5gobservatory.eu/report-19-october-2023/
https://5gobservatory.eu/european-commission-reveals-winners-of-5g-corridors-funding/
https://www.telegeography.com/products/globalcomms-forecast-service/forecasts-by-segment/total-mobile-penetration/5g-penetration/index.html
https://www.ericsson.com/49dd9d/assets/local/reports-papers/mobility-report/documents/2023/ericsson-mobility-report-june-2023.pdf
https://www.statista.com/statistics/1133818/western-europe-5g-subscriptions/
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/node/12090/printable/pdf
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【参考】 2024年に資金が拠出される7つの5G回廊プロジェクト

5G BALKANS

BALTCOR 5GIrishSea 5GCOR

5G HSL 
EUROLINK

5G FREJUS

EUR 5G-ADRIA

EUR 5G-
SITACOR

＊赤のラインが2024年のもの

（それ以外は前年までのもの）
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通信市場動向：B5G/6G

 SNS JU（Smart Networks and Services Joint Undertaking）の動向
• SNS JUは、欧州委と6Gスマートネットワーク・サービス産業協会（6G-IA）が共同で主導するEUパートナーシップであり、5Gの展開と6G
の先端な研究を支援

• SNS JUの計画によれば、2024年からPhase2に入り、6Gの詳細なデザインとシステム最適化に着手する予定
• 2023年10月、SNS JUは27の6G研究プロジェクトに合計1.3億€を助成すると発表
• 2024年1月に上記プロジェクトが始動するほか、SNS JUは新しい研究計画公募を開始する予定

■欧州のB5G研究プロジェクトHexa-Xのメンバー
Hexa-Xは2023年に最終レポートを公表し、2024年から
SNS JUの助成を受けてHexa-X IIとしてE2Eシステムデザ
インなどの研究を通じて6Gを先導

• 欧州委員会と6G-IAが共同で主導している6G研究支援事業SNS JUは、2023年に27の6G研究プロジェクトに
1.3億€を助成すると発表。これらのプロジェクトは2024年1月に始動する予定

出所 Commission SNS JU Vision - Hexa-X-II

■SNS JUのロードマップ、2024年からPhase2に入る予定
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https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/6g-research-gets-eu130-million-eu-funding-boost-europe
https://smart-networks.europa.eu/missions-and-objectives/
https://hexa-x-ii.eu/vision/
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 欧州はデジタルインフラの整備・強化を推進（デジタルの10年）
目標
•全ての人にギガビット接続を
•半導体生産の世界シェア20％

【展望】
• ギガビットインフラ法案（Gigabit Infrastructure Act, GIA) ブロード
バンド費用削減指令を拡張する「規則」として欧州委員会が提案。2024
年6月末の成立を目指す。

• 通信衛星コンステレーション「Iris2」
ガリレオ、コペルニクスに次ぐEU第三の宇宙プログラム。「連合安全接続プ
ログラム（Union Secure Connectivity Program 2023-2027）の
もと、24億€の予算を割り当て。2024年始動予定。

• 2024年も高速ブロードバンドの持続的・堅調な伸張が見込まれる
（右表オレンジ部分。100Mbpsで5割、1Gbpsは2028年でも2割弱と遅れ）

通信市場動向：欧州委員会による高速ブロードバンドの拡充

6出所 2023 Report on the state of the Digital Decade Omdia Cullen (IRIS, GIA) Commission

•高安全エッジノード1万台稼働
•量子コンピューターを装備

【ブロードバンド契約数内訳／速度別】

• 欧州委員会が2021年に公表したデジタルインフラ整備に向けた政策「デジタルの10年（Digital Decade）」に注力。
その中でギガビット接続の普及を掲げる。2023年9月には「デジタルの10年の現状に関する2023報告書」を公表

• 2024年はギガビットインフラ法案や衛星計画「Iris2」の成立・始動が見込まれ、高速BBの普及に向けた取組みが継続

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/2023-report-state-digital-decade
https://omdia.tech.informa.com/OM032063/Service-Provider-Gigabit-Broadband-Strategies--2023
https://www.cullen-international.com/client/site/documents/FLTEEP20230011
https://www.cullen-international.com/client/site/documents/TRTEEU20230121
https://defence-industry-space.ec.europa.eu/eu-space-policy/iris2_en
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通信市場動向：事業統合の動向

 MNOの事業統合の動き
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• 英国・スペインでは、MNOが4社から3社になる企業合併を競争当局が審査（4 to 3）
• イタリアでは、Vodafoneのイタリア事業との統合（5 to 4）をFastwebとIliadがそれぞれ提案
• 激しい競争による収益低迷・次世代インフラへの投資が困難になることが事業統合の主な原因

英国 スペイン イタリア

VM
O2 EE VD Three

1位 2位 3位 4位 1位 2位 3位 4位
TIMOR VD MM

統合合意・審査中 統合合意・審査中

出所 GOV.UK Reuters Reuters

第3位・4位MNOが統合、統合後1位に 第2位・4位MNOが統合、統合後1位に

【下図中の略語と正式名称】 DT: Deutsche Telekom; MM: Masmovil; OR: Orange; 
TF: Telefónica; Three: Hutchison 3G UK; VD: Vodafone

2022年 英Vodafone・Three、事業統合について協
議開始

2023年
6月

両社はVodafone51：Three49のJV設立に
合意、英競争当局第1段階審査開始

2024年 英競争当局は2段階審査（精査）を開始す
る可能性

2022年 西Orange、Masmovilは50：50JV設立で
統合に合意、欧州委員会は調査開始

2023年 欧州委員会は両社の合併が競争秩序に悪影
響を及ぼすとの懸念を表明
ルーマニアDigiによる両社の周波数資産買収
を治癒策として欧州委員会に提案

2024年 欧州委員会が2月中に本件合併を条件付き
承認する見込みとの報道

VD

1位 3位 4位 5位

2位

第4位・5位はそれ
ぞれ2位との統合
に興味を示した

TF Wind
Tre Iliad Fast

web

2023年 5月、Vodafoneグループ新会長は欧州事業
収益低迷の現状を改善すると表明
11月、5位Fastweb（Swisscom子会社）
はVodafoneイタリア事業との統合を提案
12月、4位Iliad（フランス資本）も
Vodafoneとの統合を提案

2024年 イタリアで5→4が実現するか注目

統合意向表明

統合意向表明

https://www.gov.uk/cma-cases/vodafone-slash-ck-hutchison-jv-merger-inquiry
https://www.reuters.com/markets/deals/eu-clear-orange-masmovils-spanish-deal-sources-say-2024-01-17/
https://www.reuters.com/business/media-telecom/iliad-wants-finalise-jv-proposal-vodafone-italy-by-end-january-sources-2023-12-15/
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通信市場動向：外国投資対応とHuawei排除

 外国投資対応の動き

• 2023年、イタリア・スペイン両政府は外国投資対策としてMNOの株式を取得。他のEU加盟国でも同様の手法がとられる
可能性

• 欧州ではHuawei設備の排除に遅れ。2024年にはHuaweiがフランスで初の欧州モバイルネットワーク設備工場を建設
する予定

出所 Reuters Handelsblatt Reuters FT 

• 2023年、欧州委は、リスクの高い事業者（Huawei など）の設備
を5Gネットワークから制限または排除した加盟国がEU27カ国中わ
ずか10カ国にとどまるとし、各加盟国にHuawei部品の排除を促す

• ドイツでは2023年、5Gネットワークの展開からHuawei部品を排除
することについて、MNO3社が、ネットワークの重要部分を交換するこ
とで済ませる方向で妥協する可能性があると報道

• フランスでは、Huaweiが2024年にフランスでモバイルネットワーク設
備工場を建設するとの報道。これはHuawei初の欧州工場となる

• 英国では、EE（英2位MNO）を所有するBTグループが、2023年
12月末の期限までにHuawei設備を完全排除する義務が達成で
きなかったため、英国規制当局の措置に注目が集まる

• 2023年、イタリア、スペインの電気通信事業者に対し
外国投資が行われたため、政府が対抗策として株式を取
得し、自国の重要インフラを保護

• 2024年のEU電気通信事業者に対する外国投資に対す
る対策は他のEU加盟国政府にも広がる可能性

国 概要 政府の対応

イタリア 1位MNO TIMは固定ネッ
トワーク資産を
米投資会社KKRに売却

イタリア財務省は売却された
事業の株式を20％取得

スペイン 1位MNO Telefonicaの
株9.9％をサウジアラビア
STCが取得

スペインは政府系投資ファンド
を通じてTelefonica株式を
最大で10％取得すると表明

 Huawei排除の動き
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https://www.reuters.com/markets/deals/italy-government-clears-telecom-italia-network-sale-kkr-2024-01-17/
https://www.handelsblatt.com/technik/it-internet/mobilfunknetz-kompromiss-im-streit-um-huawei-technik-bahnt-sich-an/29330916.html
https://www.reuters.com/technology/huawei-start-building-first-european-factory-france-next-year-source-2023-12-11/
https://www.ft.com/content/54d46cf2-5e24-49d4-9939-63a564c27ca6
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■ EHDS法案の採択

■ 車両データへのアクセスと利用の条件を定める規則の提案

データ法制：欧州データ法、データスペース法
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■ データ法の発効

■ 欧州共通データスペースの開発

• データ法案（Data Act）は、2024年1月11日に発効し、2025年9月12日から適用開始予定
• ヘルスデータスペース法案の成立や車両データへのアクセスと利用の条件を定める規則の提案に向けた動向が注目される

出所 欧州委員会(データ法) 欧州委員会(データスペース) 欧州委員会(車両データ) 欧州委員会コミュニケーション(車両データ)

内
容

•EU域内で生成されたデータにアクセスし利用する権利を定義し、
特に産業データの共有を容易に

•データガバナンス法、GDPR第15条（アクセス権）・第20条
（データポータビリティ権）を補完

動
向 •2024年1月11日に発効し、2025年9月12日から適用開始

内
容

•データ法が目的とする車両データへのアクセス条件
のEUレベルでの整合化を目指す

動
向

•2023年11月29日、欧州委はコミュニケーション
「欧州共通のモビリティ・データ・スペースの創設」を公表

•欧州委によると、規則案は近日中に提案の予定

内
容

•ヘルスデータの可能性を最大限に引き出すため、
欧州ヘルスデータスペース（EHDS）を構築

•データ法、データガバナンス法、GDPRを補完する

動
向

•欧州議会は2023年12月、EHDSの創設に関する
立場を採択

•2024年春の成立が見込まれる

経
緯

•欧州委は2020年のデータ戦略で10の共通データスペースを公
表。2023年現在、14の共通データスペースを公表

動
向 •2024年、欧州委はデータスペースの開発に関し新たな報告を予定

欧州議会(EHDS) 欧州議会(EHDS) 欧州委員会(EHDS)

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/european-data-act-enters-force-putting-place-new-rules-fair-and-innovative-data-economy
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/data-spaces
https://ec.europa.eu/info/law/better-regulation/have-your-say/initiatives/13180-Access-to-vehicle-data-functions-and-resources_en
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=COM:2023:751:FIN
https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20231208IPR15783/ep-supports-creating-eu-health-data-space-to-boost-access-to-data-and-research
https://www.europarl.europa.eu/legislative-train/theme-promoting-our-european-way-of-life/file-european-health-data-space
https://health.ec.europa.eu/publications/proposal-regulation-european-health-data-space_en
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■当面の代替策として現行ePrivacy指令ガイドラインを策定

データ法制：欧州ePrivacy規則案、英国データ保護とデジタル法案

■欧州ePrivacy規則案の成立目途は立たず

• 欧州委員会が2017年に公表したePrivacy規則案の成立目途は立たず
• 当面の代替策として現行ePrivacy指令に関するガイドライン最終版を欧州データ保護会議（EDPB）が公表する予定
• 英国データ保護とデジタル情報法案（No.2）は2023年12月に貴族院第2読会へ（→2024年1月現在、審議中）

経緯 •2017年1月、欧州委員会がePrivacy規則案を公表

内容
•ePrivacy指令に代わり、電子通信分野に関しGDPRを補完

•Cookieなどのトラッキング技術やスパムに関するルールの明確化

動向

•2021年5月に三者対話が開始されたものの議論は停滞

•2023年6月のEU理事会の運輸・通信・エネルギー理事会で、議長国が
ePrivacy規則案の進捗を報告

•2023年下半期・2024年上半期ともに、EU理事会議長国はePrivacy
規則案を優先事項に含めず

■英国データ保護とデジタル情報法案（No.2）

経
緯

• 2023年3月、英国データ保護とデジタル情報法案
(No.2) が英国下院に提出

• 本法案は、2022年7月に提出された法案の修正版

内
容

•英国GDPR及び英国データ保護法を遵守する英国企
業（特に中小企業）の負担軽減を目指す

•科学研究目的での個人データ処理に関する規定、「自
動化された意思決定」に関する規定を明確化

動
向

•2023年12月、貴族院第2読会を開催。次回法案審
議の日程は2024年1月現在未定。

英国議会 GOV.UK 

内容 •2023年11月、欧州データ保護会議（EDPB）はePrivacy指令第5条3項の
技術的範囲に関するガイドラインを採択

動向 •2024年1月18日までのパブリックコンサルテーションの実施を経て、ガイドラインの
最終版が公表される予定

※ePrivacy指令とePrivacy規則案
• ePrivacy指令と異なり、ePrivacy規則はEU加盟国に直接適用される
• ePrivacy規則案が成立するまでは、ePrivacy指令が引き続き適用される

出所 欧州議会 (ePrivacy規則案) 運輸・通信・エネルギー理事会
2023下半期EU理事会議長国 2024上半期EU理事会議長国 EDPB 10

https://bills.parliament.uk/bills/3430/stages
https://www.gov.uk/government/news/british-businesses-to-save-billions-under-new-uk-version-of-gdpr
https://www.europarl.europa.eu/legislative-train/theme-connected-digital-single-market/file-jd-e-privacy-reform
https://www.consilium.europa.eu/en/meetings/tte/2023/06/02/
https://spanish-presidency.consilium.europa.eu/media/e4ujaagg/the-spanish-presidency-programme.pdf
https://belgian-presidency.consilium.europa.eu/media/3kajw1io/programme_en.pdf
https://edpb.europa.eu/news/news/2023/edpb-provides-clarity-tracking-techniques-covered-eprivacy-directive_en
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AI規制: EUと英国のAI規則案、生成AIに関する競争上の問題を調査中

 欧州AI規則案

• 欧州委員会が2021年に公表したAI規則案は、2023年12月に暫定合意に達し、2024年に成立する見込み
• 2023年11月に英国AI規則法案が提出され、2024年1月現在英国貴族院で審議中
• EUと英国は生成AIの競争に対する影響を調査中、OpenAIとMicrosoftの協力関係に懸念を表明

経緯 •2021年4月、欧州委員会はAI規則案を公表

主な
内容

•リスクが高いほどルールを厳しくする「リスクベース」のアプローチで規制

•技術規格を含めた欧州の先導的立ち位置を示す狙い

•生成AIが「高リスクAI」に組み込まれる場合の規定、基盤モデル
（foundation models）に関する規定等について暫定合意

•「制限されたリスク」のAIシステムに透明性を義務付け
例：コンテンツがAIによって生成されたものであることの開示

制裁 •3,500万€又は全世界売上高7%の高い方を上限とする制裁金

動向

•2023年12月9日、欧州議会とEU理事会が暫定合意

•暫定合意の詳細は2024年初頭に公表予定

•2024年上半期のEU理事会議長国であるベルギーは、「AI法に関する残さ
れた作業を最終化するよう努める」とする

 英国AI規則法案
経
緯

• 2023年11月22日、AI規則法案（AI Regulation 
Bill）が英国貴族院に提出

主
な
内
容

•規制当局間におけるAIに関するアプローチの整合性確保など
を行う「AI Authority」を設立

•AIを開発、展開(deploy)、又は利用する事業者に対し「AI 
responsible officers」の任命を義務付け

•AIの訓練で使用された第三者のデータ及び知的財産の記録
を 「AI Authority」へ提供

•本法案における「AI」には「生成AI」が含まれる
動
向

•貴族院第1読会が2023年11月に開催。第2読会の日程
は2024年1月現在未定。

出所 EU理事会(AI規則案) 欧州議会(AI規則案) EU理事会議長国 英国議会(AI規則法案) 英国AI規則法案

■ 欧州委は2024年1月に生成AIに関する競争上の問題に関する公開諮問を開始

 2023年、英競争当局はOpenAIとMicrosoftとの協力関係の
競争に対する影響に関する調査を開始。

→2024年に結論が公表され、規制が本格化する可能性
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https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023/12/09/artificial-intelligence-act-council-and-parliament-strike-a-deal-on-the-first-worldwide-rules-for-ai/
https://www.europarl.europa.eu/legislative-train/theme-a-europe-fit-for-the-digital-age/file-regulation-on-artificial-intelligence
https://belgian-presidency.consilium.europa.eu/media/3kajw1io/programme_en.pdf
https://bills.parliament.uk/bills/3519/news
https://bills.parliament.uk/publications/53068/documents/4030
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 EUのプラットフォーム規制動向

プラットフォーム規制：DMA・DSA、英国DMCC
• 「デジタル市場法（DMA）」 が規定する義務は2024年3月に適用開始
• 「デジタルサービス法（DSA）」は2024年にX（旧Twitter）に処罰決定を下す可能性
• 英国では2024年に大手プラットフォームを規制するデジタル市場・競争・消費者法案（DMCC）が成立する見込み

概要 現状 今後

デジタル市場法
（DMA）

「ゲートキーパー」（プラット
フォーム事業者）を名宛人とし
て、自己優遇・データ濫用の禁
止、相互運用性の確保などの
競争秩序を確保する義務を規
定

• 2022年成立、2023年9月にはGoogle、
Apple、Meta、Amazon、Microsoft、
ByteDanceの計6社をゲートキーパーに
指定

• 2023年9～11月、Microsoftと
Google以外の4社はゲートキーパー指定
を不服として訴訟を提起

• 2024年3月、DMA上の義務が適用開始の予定。
ゲートキーパーに指定された事業者はコンプライアンス義
務を遵守しなければならない

• Googleはすでに検索サービスのデータス収集の
仕組みを改訂済み。他のゲートキーパーの動向が注目さ
れる

デジタルサービス法
（DSA）

各種デジタルサービス提供事業
者に対してサービス類型・規模
により、ユーザー権利の保護、
違法コンテンツの削除、政治広
告の制限、「危機的状況」の対
応などの義務を規定

• 2022年成立、2023年に「超大型オンラ
インプラットフォーム（VLOPs）」として
Google、Amazon、X（旧Twitter）、
TikTokなどを指定

• 2023年、X、Facebook、TikTokに対し
偽情報への対応を強化するよう要請

• 2024年2月、DSAの義務規定はすべての対象に
適用する予定

• 2023年12月、欧州委員会はXが違法コンテンツ処理
に十分な措置を講じていないとして、Xに対してDSA初
の違法調査を開始した。2024年に調査結果が公表さ
れる見込み。本件の欧州委員会の決定とXの対応が
DSAの実効性の試金石になる

出所 Commission The Verge Reuters

 2024年春、英国でもEUのDMAに類似するプラットフォーム規制法案DMCCが成立する見込み。
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https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/commission-sends-request-information-tiktok-under-digital-services-act
https://www.theverge.com/24040543/eu-dma-digital-markets-act-big-tech-antitrust
https://www.reuters.com/technology/google-tweak-search-results-comply-with-eu-tech-rules-2024-01-17/
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2024年のEU：欧州委員会の2024年作業計画
• 現欧州委委員長による施政方針はほぼ達成されたとの評価
• 欧州宇宙法案提出が進められている。衛星も含め、デジタルインフラの拡充を目指す考え

 2023年10月17日、欧州委員会が作業計画2024を採択

【現状】Von der Leyen現欧州委委員長の施政方針

デジタル時代に相応しい欧州

欧州生活様式の推進

欧州グリーンディール

世界でより強い欧州

人々のための経済

欧州民主主義の新開拓

出所 Commission work programme 2024
President von der Leyen's letter of intent

6つの政策支柱

【展望】欧州委員会が公表した、デジタル時代に相応しい欧州
（デジタルの10年）

達成したこと

• デジタルスキル向上、行
政・ビジネスのデジタル
化・研究・イノベーション
の促進、デジタルギャップ
の縮減、デジタルインフラ
のアップグレード

• 公正で競争的かつユー
ザーフレンドリーで安全な
単一市場の基盤づくり
（DMA法、DSA法）

デジタルネットワーク・インフラの拡充

• 単一市場内でのインフラ事業者の国際的な活動を推進
• ネットワークへより多くの投資を呼び込む
• 通信衛星コンステレーション「Iris2」

人口知能
• HPC（high-performance computers）をスタートアップ企
業に開放し、イノベーションを促進

宇宙産業への取組み
• 宇宙産業は現代のコネクテッド商品・サービスにとって重要な分野
• 2024年に欧州宇宙法案の提出を目指す。枢要な宇宙インフラ
の安全を確保したい考え
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https://commission.europa.eu/strategy-documents/commission-work-programme/commission-work-programme-2024_en
https://state-of-the-union.ec.europa.eu/state-union-2023_en
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2024年のEU：欧州議会選挙

• 2024年6月、欧州議会選挙が行われる。極右会派が躍進する一方、与党が過半数の議席を維持できると予測される

出所 Europe Elects 

• 欧州議会は民主主義に則りメンバーを選出する機関であり、加盟国市民
の意向を反映する。

• 2019年の選挙後、中道右派の欧州人民党グループ（EPP）、中道左
派の社会民主進歩同盟（S&D）、中道・リベラル会派の欧州刷新
（Renew Europe）はあわせて過半数の議席数を有し、事実上の与党
として欧州議会を主導

• 2024年6月に欧州議会選挙が行われる。 2023年12月の予測では、
右翼・極右会派のアイデンティティと民主主義（ID）が躍進し、与党3会
派が議席減と予測される一方、現与党は議席過半数を維持できる見込
み

• 上記予測が実現して与党構成が変動しない場合、EUの法案立案・執行
機関である欧州委（欧州議会最大会派主導）の情報通信促進・デジ
タル規制を含む諸方針には実質的な変動がないことが見込まれる

事
実
上
の
与
党

野
党
・
極
右
会
派

2024年欧州議会選挙議席変動予測（2023年12月）

予測議席数

現在議席数
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https://europeelects.eu/2023/12/30/december-2023/
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2024年のEU：EU理事会と次期欧州委員会
• 2024年7月にハンガリーがEU理事会議長国に就任、ハンガリーとEUとの対立関係による影響が懸念
• 2024年11月、新体制の欧州委員会が発足し、EUの法案を作成・執行
• 10月まではハンガリー問題・次期欧州委員会構成などの課題があるが、その後は次第に安定化していくと予想

出所 EU MAG POLITICO POLITICO European Parliament

【欧州委員会】
• 現在のVon der Leyen委員長は2024年10月に任期満了、新体制下での欧州委は11
月に発足予定。欧州議会最大会派EPPに所属する現委員長Von der Leyen氏は再任す
る可能性があるとの報道

• 歴代欧州委のDX化推進・大手IT企業規制強化の姿勢には実質的な変化がないと予想。
具体的には、大手プラットフォーム規制の強化を主導する競争担当委員Margrethe 
Vestager氏、情報通信政策を担当する域内市場委員Thierry Breton氏（元フランステ
レコム会長）の後任者と方針に注目

• 特に、Breton氏が賛同する大手OTTがネットワーク運営費用を負担する枠組みが次期欧
州委員会により法案化される可能性。発足後の次期欧州委員会の方針と立法計画に留意

上の図のように、EUの法案は、通常、欧州委員会が
作成し、欧州議会（EU市民を代表）・EU理事会
（EU加盟国を代表）の合意で成立する

EU市民の発議
複数国100万人以上

国内議会
（補完性原則）

〈公開〉
欧州議会
（構成員/

投票数の過半数）

〈公開〉
EU理事会

（特定多数決制）

共同決定

提案

提案

見直し
要請

提供要請

提案
送付

欧州委員会
（構成員の過半数）

■EUにおける通常立法手続きと加盟国・EU市民の関与
（EU MAG資料のもとに作成） 【EU理事会】

• EU理事会はEU各加盟国を代表し、欧州議会とともに欧州委員会の法案を審議
• EU理事会の議長国は加盟国間で半年交代で持ち回り、立法審議のアジェンダなどを調整
する。2024年の議長国はベルギー（1月1日-6月30日）→ハンガリー（7月1日-年末）

• ハンガリーはOrban政権の下で、EU基本原則の遵守、中露との同調姿勢などをめぐりEUと
対立しており、2024年下期に議長国の地位を利用してEUの立法審議手続に影響を及ぼ
すことが懸念される。上期に妥協・政治的解決できるかどうかがポイント
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https://eumag.jp/questions/f0813/
https://www.politico.eu/article/pressure-grows-on-ursula-von-der-leyen-to-announce-run-for-second-term/
https://www.politico.eu/article/european-parliament-hungary-voting-rights-rule-of-law-viktor-orban/
https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20220909IPR40137/meps-hungary-can-no-longer-be-considered-a-full-democracy
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本レポートに関するお問い合わせは以下よりお願いいたします
https://www.kddi-research.jp/inquiry.html
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